
ア 大 気、水域等の環境調査

ダイオキンン法|こ基づき、県では県域の汚染の状  の 詳細な実態把握のため、常時監視地点を補完する

況を把握するため、調査地点を定め、大気、水質等  地 点で平成12～14年度の3年間をか|すて、調査地域

の常時監視を行っています
*7。
            を 変ぇながら環境実態調査を実施しています。

また、県では大気と水質 ・底質|こついては、県域   こ れらの調査結果を次に示します。

(ア)大 気調査結果

大気は、全ての地点で環境基準を下□つていました。(→ 12～13ベ
ージ|こ地図)

年4回演」定の平均値 【環境基準 :年平均で0.6pg―TEQ/m3】

地点数 平 均 (最低～最高)環 境基準超過数 備  者

平成13年度
常 時 監 視

つ
じ
つ
乙 0.22(0.078～ 0,35)  な し (図8)

環境実態調査 26 0.16(0.076～0.35) な し 県央部を調査 (図8)

本県の過去の調査結果 120 0.087～3.3

(平成元～11年度はCo―PCB含 まず)

平成元～12年度

(参者)全 国の調査結果 705 0.14 (0.0073～ 0.76)    4 平成 12征 膚

(参者)平 成元年度からの調査結果、各数値ほ調査結果の平均値 (出典 :県環境白書)

元～2年 3年 4征 5年 6空F 7空E 8年 9年 1 0年 1 lf軍二
十 12年*

工場地域 2.0 2.1 1.90 2.51 ７３“‥１．
1.16 ４４■１１ぃ

0 , 2 1

3 . 3

0.20

0.54

0.10

0.53

0.087

0.24
都市地域 1.5 1.3 2.22 2.45 0.36 0.49 0.57

バックグラウンド 0,42 0.25 0.48 0.23 0.13 0.15 0.10

(イ)水 質調査結果

公共同水域の水質及び地下水は、全ての地点で環境基準を下回つていました。

(→14～16ベージ[地 図)

年1回測定 【環境基準 :年平均でlpg―TEQ/L】

(参者)平 成元年度からの調査結果、各数値ほ調査結果の平均値 (出典
:県環境白書)

元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年

河 サ|| nd nd nd nd nd nd nd nd nd 0,29 0.16 0.29

湖 氾 nd nd nd nd nd nd 0.11 0.13

海 域 nd nd nd nd nd nd nd 0.17 0.089

(注)平 成9年度までnd(検 出されない)だ つたの|こ、10年度以降検出されているのは、分析機器の性能

が向上したことによるもので、必ずしも汚染が進んだということではありません。

*7 ダイオキンン法では、県、横浜市、川崎市、横須賀市がそれぞれの区域の環境調査を受け持つこととなっています (横須賀市|こ
つい

ては平成 13年度から)。

地点数 平均 (最低～最高)環 境基準超過数 備  者

河川 31 0.19(0.063～ 0.77) な し 13年 11月|こ採取 (図10)
十 腸 10牛 反

湖氾 9 0.11(0.063～ 0.26) な し

海域 (東京港) 4 0.089(0.065～ 0.15) な し 13年9月|こ採取 (図10)

海域 (相模湾) 10 0.062(0.056～ 0.065) な し

地下水 40 0.055(0.048～ 0.16) な し 13年 10月 |こ採取 (図12)

本県の過去の調査結果 145 nd～0.97

(平成元～11年度はCo―PCB含 まず)

平成元～12年度

(参者)全 国の調査結果 2116 0.31(0.012～ 48)83地 点 平成12年度公共用水切



(ウ)底 質調査結果

底質は、全ての地点で環境基準 (平成14年9月 1日から適用)を 下回つていました。

【環境基準 :150pg TEQ/g】

地点数 平均 (最低～最高) 備  者

平成13年度
河川 31 1.7(0.17～ 12) 13年 11月|こ採取

湖沼 9 23 (3.8～ 52)

海域 (東京港) 4 6.9  (2.8～ 13) 13年9月|こ採取

海域 (相模湾) 10 5.0(0.50～ 19)

(参者)全 国の調査結果 1836 9.6 (0,0011～ 1400) 平成 12年度

(ェ)土 壊調査結果
土壌は、全ての地点で環境基準を下回ったほか、  る 値も下回つてしヽました。(→17ベージに地図)
ダイ牙キンン法で追加的な調査が魅要とされてしヽ

【環境基準 :1,000p宮―TEQた、調査が必要となる基準 :250pg―TEQ/g】

地点数 平均 (最低～最高)環 境基準超過数 備  者

平成13年度 1常 B寺監 視 40 4.2 (0.025～ 32) な し 13年8月に採取 (図13)

不県の過去の調査結果 のベ

67

0,0016～34     な し
(平成10～11年度はCo―PCB含まず)

平成10～ 12年度

(参者)全国の調査結果 (一般環境) 1942 4.6 (0～ 280) な し 平成12年度

(参者)平 成10年度からの調査結果 (出典 :県環境白書)

10年 1 1年 12空E

0.087～ 8.6 0.037～ 5.5 0.0016～ 34

(才)水 生生物調査結果 (魚介類)

水生生物|こは環境基準が定められていません  度 公共用水域等のダイオキシン類調査結果」の水生

が、環境庁 (現環境省)が 実施した 「平成 11年  生 物の調査結果 (参者)の 濃度範囲内でした。

【環境基準なし、単位 :pg―TEQた 】

検体数 平均 (最低～最高) 備  者

平成 13年度 1環境実態調査 5 4.1(0.32～ 16) 13年10、 11月に採取

不県の過去の調査結果 44 0.20～6.7

(Co PCBを含まない検俸もある)

平成元～12年度

(参者)全 国の調査結果 2832 1.4 (0.032～ 33) 平成11年度

(参者)平 成元年度からの調査結果、各数値ほ調査結果の平均値 (出典 :県環境白書)

元年 2 年 3年 4年 5年 6年 7年 8fF 9空F 10生 1 1征 1 2年

平均値 3.4 0.77 0.37 0.58 0.37 0.52 0.54 0,20 0.55 2.6 1.8 3.8

検体数 2 3 つ
じ 4 6 6

一ｂ 3 4 1 つ
乙 5

平成 14年度は、以上の環境調査を継続します  成 15年度以降の計画については14年度|こ見直す予

(地点を変えて行うものもあります。)。なか、現  定 です。

在の調査計画ほ平成14年度までのものであり、平
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イ 食 品等の検査

県内で流通している食品から県民が摂取するダイ

オキンン類の量を調査しています。また、水道水中

(ア)食 品

人のダイ才キシン類の摂取は、食生活を通じた

経路が主要経路です。そこで本県では、トータル

ダイエットスタディー万式
ネ8に
基づき、県内の販

売店から購入した150～160品目を14食品群|こ分

類 ・混合した試料について、ダイオキンン類の測

定をし、県民の方が通常の食生活でどの<ら しヽの

ダイオキンン類を取り込んでいるかを推計しまし

た。

その結果、県内における通常の食生活からのダ

イオキンン類一日摂取量は、平成 13年 度ほ
2.21pg―TEQ/kg/日 、平成 14年度は1.25pg―

TEQ/kg/日であり、ダイ才キンツ法で定める耐容
一日摂取量 (TDI:4pg TEQ/kg/日→28ベージ)

の55%及 び31%|こ相当する値でした。

図14測 定までの流れ

く調査結果〉

食品|こ含まれるダイオキシン類の量は、食品の種

類、採れた場所や時期|こよっても異なります。たま

たまある1日の食事からの摂取量がTDを 超えること

があったとしても、ただち|こ健康|こ影響を及ぼすも

|こ含まれるダイオキシン類の実態調査を行つていま

す。

食品群ごとのダイオキシン類摂取量をみてみる

と、平成 13年度及び14年度とも|こ、魚介類、肉

類 。卵類及び喜し・字し製品のこれら三群で全添の約
99%を 占めており、魚介類からの摂取量が高い傾

向|こありました。これは、厚生労働省の調査結果と

ほぼ同様でした。

ダイオキシン類ほ、食品以外|こ大気、土壌からも

体内|こ取り込まれていますが、全摂取量のうちの

90%以 上が食品を通じて摂取されると者えられて

いることから、大気、土壊から取り込お量を含めて

も、TDIを十分下回るものと推定されます。

したがつて、通常の生活|こおいてダイ才キシン類

の健康への影響は問題ないものと者えられます。

→ 測定

のではありません。

各種の食品|こ含まれる栄養素は健康のため|こ

大切ですので、偏りのないバランスの良い食生

活を心がけましょう。

→→→→→→→→→→→

水洗い、食べない

部分の除去等

県民の平均的なダイオキンン類1日摂取量 (体重lkg当たり)
・平成13年度 :2.21pg―TEQ/kg/日
・平成14年度 :1.25p宮―TEQ/kg/日

*8 通 常の食生活で、調べたい物質がどの程度摂取されるかを推計する方法のひとつです。国民栄養調査等の食品摂取統計デ
ータから、

比較的よ<食 べられる150～160食品|こついて、必要に応じて調理を行い、14の食品群|こ分類して混ぜ合わせ、それぞれの食品群ご

との含有量を演J定します。そして、先の食品摂取統計を用いて
一日あたりの摂取量を求めます。

[参者]全 国調査の状況

平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成 11年度 平成 12年度
一日摂取量全国平均値 (pg―TEQ/kg/日 ) ０６４１１ぃ

2,41 2.00 2.25 ５４“‥
―．

ダイオキンソ法で定める耐容一日摂取量 (TDD :4(p宮 ~TEQ/kg/日)



〈食品群局」摂取量〉

平成13年度 平成 14年度

食 ロロ 群
体重lkgあたり

の摂取量

(pg―TEQ/kg/日 )

摂取割合

(%)

体重lkgあたり

の摂取量

(p宮―TEQ/k宮/日)

摂取割合

(%)

I群 (米) 0.00 0.00 0,00 0.00
Il 群 (穀類 ・種実類 ・イモ類) 0,00 0.08 0.00 0.08
IIE群 (砂糖類 ・菓子類) 0.02 0.69 0.00 0.19
I V 群 ( ) 日脂類) 0.00 0.04 0.00 0.11
V群 (豆類) 0.00 0.02 0.00 0.00
VI群 (果実類) 0.00 0.00 0.00 0.00

Ⅶ群 (緑黄色野菜) 0.00 0.02 0.00 0.03

Wll群(他の野菜類 ・キノコ類 ・海車類) 0.00 0.01 0.00 0.00

区群 (調味 ・嗜好飲料) 0.00 0.00 0.00 0.00
X群 (魚介類) ９９４１‥‥ぃ

90.05 1.04 82.79

X l群 (肉類 ・卵類) 0.17 7.91 0,14 11.31
X l l群にし。手し製品) 0.02 0.89 0.07 5.22
Xlll群(その他の食品) 0.01 0.28 0.00 0.25

XⅣ群 (飲料水) 0.00 0.01 0,00 0.02

計 2.21 100 1.25 100

(イ)水 道水

水道水の基準としては、暫定指針値の lpg― 場 から出てい<水 )と も|こ指針値を十分満足してい
TEQ/Lが 定められてしヽます。原水 (浄水場できれ  ま した。
いにする前の河川水)、浄水 (水道水として浄水   平 成 14年度も継続して検査を行います。

平成13年度検査結果                              単 位 :pg―TEQ/L

実施者 河川名 検査地点
水質 (原水) 水質 (浄水)

7月 8月 10月 1 月 7月 8月 1 月

相模川 ・

酒匂川水質

協議会

1 相模川 津久井分水池 0.17 0.22

2 社家地点 0,19 0,11

3 寒川地点 0.22 0,12

4 酒匂川 飯泉地点 0.24 0.13

企業庁
5 本目准実)|| 谷ヶ原浄水場 0.0062 0.0049

6 寒川浄水場 0.010 0.0037

神奈川県内

広域水道企

業団

7 相模川 綾瀬浄水場 0.0043 0.0017

8 酒匂川 伊勢原浄水場 0.0069 0,0036

9 相模原浄水場 0.014 0.0067

参者)全 国調査の状況 :娠水 (0.0074～ ).53)、浄水 (0.0 )056～ 0.035)(1 生省、平成 11年度)

ウ 母 ヨしの継続調査

県では、平成10年度|こ厚生省厚生科学研究 「母   12年 度以降もヨ|き続き、10年度調査協力者の継

喜し中のダイ牙キシン類濃度等|こ関する調査研究」に  続 調査として第2子の母ヨし調査、健康影響調査を実

協力するととも|こ、県単独で調査地区を追加し、第  施 しています。
1子の母乳調査、11年度ほ子どもの1歳時点での健   第 2子の健康影響調査も子どもの発育 ・発達|こ悪

康影響調査を実施しました。            影 響を及ぼしていることは認められませんでした。
その結果、母ヨしのダイオキシン類濃度ほ、特|こ間  ま た、第2子の母乳中ダイ才キシン類濃度は第1子

題となる結果ではな<、また、子どもの発育、発達、  の 時より減少していました。

甲状腺機能等|こは異常が見られませんでした。



工 農 用地等の調査

県では、県内の農産物等|こかけるダイオキシン類  を 実施しました。

の濃度を把握するため|こ、平成13年5月から平成14   な お、平成14年度もヨ|き続き同様の調査を実施

年1月|こかけて県内9地点|こおいて農産物等の調査  し ています。

【土壊の環境基準1000pg―TEQた、調査がら要となる基準250pg―TEQ/g】

検体数 平均 (最低～最高)pg―TEQ/g 全国調査の状況pg―TEQ/g

農作物 7

(0,010～0,072),ND=1/2ネ
9

※全国調査と比較するため、ND=0で

再計算すると、0.000015～0.060と

なる。

(0～0.47),ND=0(37品 目376検添)

[平成12年度 「農用地土壌及び農作物
|こ係るダイオキンン類実態調査結果」

農林水産省。環境省]

農用地土壊 7 7。2(0.29～ 16),ND=0
26(0.028～ 200),ND=0(188検 1本)

[同上調査]

壌

肉

肉

卵

物

土

作

物

料

作

牛

豚

鶏

飼

料飼

畜産物等

生  乳 0 . 1 1     ( 0 . 1 0 ) * 1°

0.21      (0。21)

0.035    (0.025)*10

0,12     (0.090)

0,20     (0.20)

1 3

飼料作物土壌以外の左 の数値 ほ、

ND=1/2、右の ( )内 の数値は、全国

調査と比較するためND=0で再計算し

たもの。飼料作物土嬢の数値はND=0

0。044  (0,013～0.090)  (14検添)

※市販牛乳

0.253  (0.046～0.573)  (14検材R)

0.013  (0.002～0.031)  (6検イ本)
0.216  (0.119～0.361)  (6検体)

0.092  (0.0003～0.254) (10彬ミイ本)

3.543 (ND～ 18.246)  (10検 招R)

め火上ND=0

[平成 12年度 「畜産物等|こ係るダイオ

キンン類実態調査結果」農林水産省]

水産物 1 0.20,ND=1/2

1.4(0.032～33),ND・1/2(2832検体)

[平成11年度 「公共用水域等のダイ才

キシン類調査結果 (水生生物)」環境

庁 (当時)](再掲)

才 PRTRの 推進

平成14年度からダイオキンン類|こついても、「特  届 出が行われ、国
・県等|こよる公表が開始されます。

定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改  し たがつて、各事業所|こかける排出総量等の的確な

善の促進|こ関する法律」(いわゆるPRTR法 )に   把 握を行うととも|こ、届出|こ際しての技術的指導を

基づいて各事業所ごと|こ総排出量と移動量|こ関する  徹 底していきます。

力 調 査研究体制の整備

県では、行政検査や、迅速性を要する環境汚染事  タ
ー内|こダイ才キンン分析施設を設置し、平成13

改等へ対応するため、平成13年度|こ環境科学セン  年 10月から稼働しています。

設置の目的 ① 廃棄物焼却施設の排出ガス等が基準値に適合しているか確認するための行政検査

②汚染事故等が発生した際の緊急的対応

③市町村等への技術支援

④ダイオキシン対策等|こ関する調査研究

また、横浜市では、平成10年度|こ環境科学研究  境 の実態調査等を行つています。

所内|こダイ牙キシン類の専用の分析室を整備し、環

*9  ND=1/2:検 出下限未満の数値は、検出下限の1/2の値を用いた。ND=0:検 出下限未満の数値は、 0と した。以下、同様。

*10 平 成12年度農林水産省調査の値の範囲より高い数値となつていますが、これまで|こ国 (農林水産省及び厚生省)が 実施した調査の

値の範囲と比較するとほぼ同程度となっています。



キ 調 査結果等の情報提供
常8寺監視をはじめとする大気や水質等の調査結果
|こついてはまとまり次第、マスメディアやインター

ク 推 進 ・検討俸制の整備
ダイオキシン対策を進めるため|こは、廃棄物の発
生抑制や廃棄物処理施設|こあ|する対策ほもとより、
実態を把握するため|こ大気や水質、食品や水道水の
調査、情報収集等がら要であり、さらに調査結果を
県民の皆さんへ情報提供することが重要です。
このよう|こ多方面からの対策が必要となるので、

ネツトによって公表してきました。

県では、市町村と協力連携して対策|こ当たるととも
|こ、4部 2室 13課 |こ4つの試験研究機関を加えた検
討組織を県庁内|こ設け検討を行っています。さ引こ、
化学物質対策等の専門家 15名 |こよる検討組織であ

る 「神奈川県化学物質等環境保全対策委員会」から、
調査結果の評価や技術的動言を受|すています。

市民団体の活動など

○身近な動植物等を用いた調査活動
一般|こ、ダイ才キシン類調査は、試料の採取から分析まで高度な技術が必要であり、費用も
高<、 ダイ才キンン問題|こ多<の 普さんが関心を抱いている現実にもかかわらず、非常|こわか
り|こ<<、 参加し|こ<い 側面を持っています。そこで、市民団体の中には、松葉を用いたダイ
牙キシン類調査を行ってしヽるところもあります。これ|よ、松葉|こ蓄積されたダイ牙キシン類濃
度を住民参加で調査し、地域のダイオキンン汚染の実態を把握、ダイオキシン汚染地図を作成
しようとしヽうものです。また、サーファーの団体が、「自分たちが通う海は大丈夫か」という
視点から、沿岸のムラサキイガイ

*・
を集め、お金を出し合って分析するという運動も進められ

ています。このような活動は、ひとりひとりが調査に参加でき、経済的負担も抑えられ、結果
を共有できることが注目されています。
○地域での勉強会

昨年3月|こ判明した 「ヨ1地川水系ダイ牙キンン汚染事件」をきっかけに、勉強会を開き、イ
ンターネットで市民に情報提供を行ったり、行政|こ対して要望を出したりといった活動を進め
ている市民団棒もあります。
その他にも、ダイ牙キシン問題をテーマ|こした講習会を開いたり、子どもたち|こもわかりや
すい映画を上映するなど、地域|こ根ざした活動を行う市民団体や事業者団体が増えています。

*11 三 角形で黒紫色の貝殻をもつ二枚貝。ヨーロッパ原産。今では、寒帯 ・熱帯を除<全 世界に分布。岩礁 ・岩壁 ・桟橋 ・養殖しヽかだ
など|こ群れて付着。ョーロッパでは食用にする。ムール貝。(出典 :新世紀ビジュアル大辞典/学 習研究社、1998年)環 境を調べ
る才旨標生物としても用いられる。

年 月  日 ダイオキンン|こ関する県の調査結果等の公表の経過 備  者
平成13年3月29日 平成12年度ダイォキンン類環境実態調査 (農産物等調査)結果

5月 16日 平成12年度ダイオキンソ類大気調査結果
ダイオキンン類緊急対策調査 (BI地川上流域)

市町村と同時公表

5月 31日 平成12年度ダイオキンン類 (水質、土壊等)調 査結果 市町村と同時公表
6月 8日 ダイオキシン類対策特月」措置法に基づ<自 主沢」定結果の公表
8月 10日 ダイ牙キシン類緊急対策調査 (厚本基地周辺長期環境調査)
10月23日 平成13年度食品からのダイ牙キシン類一日摂取量調査

(トータルダイエットスタディ)結 果
平成 14年3月29日 ダイオキシン類緊急対策調査 (汚染源究明調査等)

5月29日 平成13年度ダイオキシン類 (大気、水質、土壌等)調査結果
9月 20日 ダイ牙キシン類発生源究明調査 (未規制事業所)
1 1 月 1日 平成14年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査

(トータルダイエットスタディ)結 果

*大 気調査結果の速報は、県のホームベージで公表しています。


	dxn07
	dxn08
	dxn09

